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1. 2022年3月期の連結業績（2021年4月1日～2022年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期 126,908 △0.7 10,457 41.3 13,125 57.6 8,406 49.7

2021年3月期 127,779 7.0 7,400 △21.7 8,329 △13.1 5,613 △9.3

（注）包括利益 2022年3月期　　8,909百万円 （21.9％） 2021年3月期　　7,308百万円 （33.1％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年3月期 442.50 ― 11.1 10.1 8.2

2021年3月期 295.54 ― 8.1 6.5 5.8

（参考） 持分法投資損益 2022年3月期 108百万円 2021年3月期 112百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年3月期 131,738 80,423 60.1 4,167.04

2021年3月期 128,757 73,113 55.9 3,786.40

（参考） 自己資本 2022年3月期 79,167百万円 2021年3月期 71,936百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2022年3月期 613 △8,679 △3,848 19,397

2021年3月期 19,576 △2,011 △3,927 30,941

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産
配当率
（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年3月期 ― ― ― 80.00 80.00 1,527 27.1 2.1

2022年3月期 ― ― ― 100.00 100.00 1,909 22.6 2.4

2023年3月期(予想) ― ― ― 100.00 100.00 35.2

3. 2023年 3月期の連結業績予想（2022年 4月 1日～2023年 3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 130,000 2.4 7,600 △27.3 8,200 △37.5 5,400 △35.8 284.23



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年3月期 20,341,980 株 2021年3月期 20,341,980 株

② 期末自己株式数 2022年3月期 1,343,554 株 2021年3月期 1,343,371 株

③ 期中平均株式数 2022年3月期 18,998,545 株 2021年3月期 18,995,471 株

（参考）個別業績の概要

1. 2022年3月期の個別業績（2021年4月1日～2022年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期 119,884 △1.8 9,963 46.1 12,500 65.0 8,065 49.5

2021年3月期 122,106 7.8 6,818 △22.7 7,573 △14.5 5,394 △8.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

2022年3月期 424.47 ―

2021年3月期 283.94 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年3月期 127,056 77,282 60.8 4,067.18

2021年3月期 124,022 70,733 57.0 3,722.45

（参考） 自己資本 2022年3月期 77,282百万円 2021年3月期 70,733百万円

2. 2023年 3月期の個別業績予想（2022年 4月 1日～2023年 3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 123,000 2.6 7,600 △39.2 5,100 △36.8 268.40

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実
際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

　なお、詳細につきましては、添付資料４ページ「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。



太平電業株式会社(1968) 2022年３月期 決算短信

1

○添付資料の目次

１．経営成績等の概況 ……………………………………………………………………………………２

（１）当期の経営成績の概況 …………………………………………………………………………２

（２）当期の財政状態の概況 …………………………………………………………………………３

（３）当期のキャッシュ・フローの概況 ……………………………………………………………３

（４）今後の見通し ……………………………………………………………………………………４

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 …………………………………………………………４

３．連結財務諸表及び主な注記 …………………………………………………………………………５

（１）連結貸借対照表 …………………………………………………………………………………５

（２）連結損益及び包括利益計算書 …………………………………………………………………７

（３）連結株主資本等変動計算書 ……………………………………………………………………９

（４）連結キャッシュ・フロー計算書 ………………………………………………………………11

（５）連結財務諸表に関する注記事項 ………………………………………………………………13

（継続企業の前提に関する注記） …………………………………………………………………13

（会計方針の変更） …………………………………………………………………………………13

（表示方法の変更） …………………………………………………………………………………14

（セグメント情報等） ………………………………………………………………………………14

（１株当たり情報） …………………………………………………………………………………16

（重要な後発事象） …………………………………………………………………………………16

４．その他 …………………………………………………………………………………………………17

（１）セグメント別受注高・売上高・受注残高 ……………………………………………………17

（２）役員の異動 ………………………………………………………………………………………18

　



太平電業株式会社(1968) 2022年３月期 決算短信

2

１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの影響により断続的に経済活動が制限され、原材料

価格の高騰や燃料コストの上昇により、依然として厳しい状況に置かれておりました。世界経済においても、ウク

ライナ侵攻によるロシアに対する経済制裁等に伴う資源価格の高騰により、景気の下振れリスクが高まり、先行き

は不透明な状況で推移しました。

当社グループの主力事業である電力業界におきましては、エネルギー基本計画が改定され、2030年度に向けた温

室効果ガスの削減政策の道筋やエネルギーコストの低減等が示され、電源の脱炭素化と電化の推進を軸にカーボン

ニュートラル実現に向けた取り組みが進められました。

このような事業環境のもと、当社グループは2020年度からの中期経営計画を推し進め、事業領域の拡大に向け、

昨年８月にＥＰＣ案件受注に向けたエンジニアリング専門の子会社を設立、同年11月にはカーボンネガティブを目

指し自社発電所において排出した二酸化炭素の一部を二酸化炭素回収装置により回収し、構内に設置する農業ハウ

スに利用する循環型システム導入を決定するなど、新たなビジネスモデルに挑戦しております。

一方、工事会社として最重要な安全・品質の強化と法令遵守に主眼を置いた新規プロジェクトを起ち上げ、全国

の拠点を指導強化することで、全社的に従業員の意識改革やスキルアップに取り組んでまいりました。

また、電力の安定供給に寄与すべく、継続的な新技術・新工法の開発により、安全・品質・工程の確保・コスト

削減に取り組み、企業価値の向上を図ってまいりました。

その結果、当連結会計年度の業績につきましては、受注高120,844百万円（前年同期比3.1％減）、売上高

126,908百万円（前年同期比0.7％減）、うち海外工事は6,153百万円（前年同期比3.0％減）となりました。

利益面につきましては、営業利益10,457百万円（前年同期比41.3％増）、経常利益13,125百万円（前年同期比

57.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益8,406百万円（前年同期比49.7％増）となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から

適用しております。詳細については「３．連結財務諸表及び主な注記」(５)「連結財務諸表に関する注記事項」の

（会計方針の変更）に記載しております。

当連結会計年度の期末配当金につきましては、2022年２月10日開催の取締役会において、長期安定的な利益還元

を基本とする剰余金の配当方針に則り、前連結会計年度末の普通配当から１株当たり20円増配し、普通配当100円

と決定いたしました。

セグメント別の経営成績を示すと次のとおりであります。

(建設工事部門)

受注高は、事業用火力発電設備工事が減少したことにより、部門全体として減少し、43,881百万円（前年同期比

27.4％減、構成比36.3％）となりました。

売上高は、自家用火力発電設備工事が増加したものの、事業用火力発電設備工事が減少したことにより、部門全

体として減少し、53,294百万円（前年同期比7.3％減、構成比42.0％）となり、セグメント利益は1,910百万円（前

年同期比25.3％減）となりました。

　

(補修工事部門)

受注高は、自家用火力発電設備工事が減少したものの、事業用火力発電設備工事が増加したことにより、部門全

体として増加し、76,962百万円（前年同期比19.6％増、構成比63.7％）となりました。

売上高は、製鉄関連設備工事が減少したものの、事業用火力発電設備工事および自家用火力発電設備工事が増加

したことにより、部門全体として増加し、73,613百万円（前年同期比4.8％増、構成比58.0％）となり、セグメン

ト利益は11,781百万円（前年同期比43.3％増）となりました。
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（２）当期の財政状態の概況

(イ) 資産

流動資産は、受取手形・完成工事未収入金及び契約資産が8,666百万円増加したものの、現金預金が11,499百万

円および未成工事支出金が4,879百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて4,877百万円減少し

89,631百万円となりました。

固定資産は、賃貸不動産が5,904百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べて7,859百万円増加し

42,107百万円となりました。

(ロ) 負債

流動負債は、契約負債が1,920百万円増加したものの、１年内償還予定の社債が4,400百万円およびその他流動負

債が2,923百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて6,611百万円減少し33,875百万円となりまし

た。

固定負債は、長期借入金が2,364百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べて2,283百万円増加し

17,439百万円となりました。

(ハ) 純資産

純資産は、利益剰余金が6,831百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べて7,310百万円増加し

80,423百万円となりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は19,397百万円となり、前連結会計年度末より11,543百万円減少

しました。なお、各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(イ) 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは613百万円の収入（前連結会計年度は19,576百万円の収入）となりまし

た。これは、未成工事支出金等の減少4,935百万円があったものの、売上債権及び契約資産の増加6,321百万円およ

び法人税等の支払額3,373百万円があったことによるものです。

(ロ) 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは8,679百万円の支出（前連結会計年度は2,011百万円の支出）となりまし

た。これは、主に有形固定資産の取得による支出8,331百万円があったことによるものです。

(ハ) 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは3,848百万円の支出（前連結会計年度は3,927百万円の支出）となりまし

た。これは、主に社債の償還による支出4,400百万円があったことによるものです。
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

2018年３月期 2019年３月期 2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期

自己資本比率（％） 64.9 58.0 52.4 55.9 60.1

時価ベースの
自己資本比率（％）

53.7 40.9 34.5 39.0 38.1

キャッシュ・フロー対
有利子負債比率（％）

272.6 - - 87.3 2,452.2

インタレスト・
カバレッジ・レシオ（倍）

398.6 - - 593.8 19.1

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

※ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※ 株式時価総額は、期末株価×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※ キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを利用しております。

※ 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

※ 営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスの期につきましては、キャッシュ・フロー対有利子負債比率およ

びインタレスト・カバレッジ・レシオを記載しておりません。

（４）今後の見通し

今後の見通しにつきましては、新型コロナウイルスの治癒薬普及などにより、経済活動が正常化に向かい、景気

の持ち直しが期待されます。しかしながら、ウクライナ情勢や米国経済の動向により、資源価格の高騰や金融市場

の動揺といった不透明感が消費者や企業のマインドに影響し、消費や投資の鈍化が懸念され、景気の先行きは一層

注視が必要となっております。

当社グループの主力事業である電力業界は、電力需給に課題が残る中で、再生可能エネルギーの最大限の導入、

原子力の再稼働・安定運転、ゼロエミッション火力の技術開発が急がれ、「Ｓ＋３Ｅ（安全性＋安定供給、経済

性、環境）」を前提とした2050年カーボンニュートラルに向けた取り組みがより一層進められると思われます。

次期連結会計年度においては、当社グループは、「中期経営計画（2020年度～2022年度）」の最終年度にあた

り、「持続的発展のための企業基盤向上」と「事業環境変化に対応できる収益基盤の確保」、「売上1,000億円を

ベースとして1,500億円に向けて筋力増強」の基本方針のもと、経営資源の最適化、戦略的投資を継続してまいり

ます。

本年４月から東京証券取引所の市場再編に伴い、当社はプライム市場の一員として、コーポレートガバナンスの

遵守、気候変動関連情報の開示、ＥＳＧの取り組みを一層強化し、2050年のカーボンニュートラルに向けて、再生

可能エネルギー事業への追従、原子力発電設備の新規制対応工事、火力発電設備の燃料転換工事、ＥＰＣ案件の受

注促進、海外拠点の拡大等に積極的に取り組んでまいります。

また、幅広い人材を確保するため、広報・広告活動により、知名度をあげていくとともに、開かれた世界で活躍

できる次世代の人材の育成を行い、技術の伝承を着実に行いながら、より一層企業価値の向上を図ってまいりま

す。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性および企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結

財務諸表を作成する方針であります。なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適

切に対応していく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 31,151 19,652

受取手形・完成工事未収入金 40,058 -

受取手形・完成工事未収入金及び契約資産 - 48,725

電子記録債権 6,480 6,116

未成工事支出金 16,002 11,122

材料貯蔵品 65 47

その他 754 3,970

貸倒引当金 △3 △4

流動資産合計 94,508 89,631

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 18,189 19,067

減価償却累計額及び減損損失累計額 △10,214 △10,692

建物・構築物（純額） 7,974 8,374

機械・運搬具 14,648 13,553

減価償却累計額 △10,489 △9,812

機械・運搬具（純額） 4,158 3,740

工具器具・備品 2,337 2,519

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,076 △2,205

工具器具・備品（純額） 261 314

土地 7,610 8,144

リース資産 298 429

減価償却累計額 △152 △214

リース資産（純額） 146 215

建設仮勘定 314 348

有形固定資産合計 20,466 21,137

無形固定資産

のれん 48 24

その他 371 315

無形固定資産合計 420 340

投資その他の資産

投資有価証券 9,427 10,092

長期貸付金 182 221

退職給付に係る資産 6 5

賃貸不動産 1,782 7,686

減価償却累計額 △785 △828

賃貸不動産（純額） 996 6,858

繰延税金資産 1,081 1,138

長期性預金 271 294

その他 1,608 2,262

貸倒引当金 △213 △245

投資その他の資産合計 13,362 20,629

固定資産合計 34,248 42,107

資産合計 128,757 131,738
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 10,485 9,517

電子記録債務 11,336 10,370

1年内償還予定の社債 4,400 -

1年内返済予定の長期借入金 1,685 1,635

リース債務 95 105

未払法人税等 1,561 2,554

未成工事受入金 4,088 -

契約負債 - 6,009

賞与引当金 967 989

役員賞与引当金 124 136

完成工事補償引当金 152 78

工事損失引当金 229 40

その他 5,361 2,437

流動負債合計 40,487 33,875

固定負債

社債 5,000 5,000

長期借入金 5,778 8,143

リース債務 125 153

繰延税金負債 1 1

退職給付に係る負債 3,939 3,630

役員株式給付引当金 109 171

役員退職慰労引当金 104 111

その他 97 227

固定負債合計 15,156 17,439

負債合計 55,643 51,314

純資産の部

株主資本

資本金 4,000 4,000

資本剰余金 4,917 4,917

利益剰余金 63,624 70,456

自己株式 △2,156 △2,157

株主資本合計 70,385 77,216

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,476 2,542

為替換算調整勘定 △225 △267

退職給付に係る調整累計額 △700 △325

その他の包括利益累計額合計 1,550 1,950

非支配株主持分 1,176 1,256

純資産合計 73,113 80,423

負債純資産合計 128,757 131,738
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（２）連結損益及び包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 127,779 126,908

売上原価 111,869 107,677

売上総利益 15,910 19,230

販売費及び一般管理費 8,510 8,773

営業利益 7,400 10,457

営業外収益

受取利息 9 11

受取配当金 203 243

持分法による投資利益 112 108

固定資産賃貸料 212 285

為替差益 243 456

受取保険金 19 507

補助金収入 200 1,000

その他 200 428

営業外収益合計 1,200 3,040

営業外費用

支払利息 34 35

固定資産賃貸費用 146 155

固定資産除却損 5 15

貸倒引当金繰入額 29 31

借入手数料 9 100

その他 44 33

営業外費用合計 271 372

経常利益 8,329 13,125

特別利益

固定資産売却益 461 191

その他 - 0

特別利益合計 461 192

特別損失

固定資産除却損 26 1

ゴルフ会員権評価損 3 -

在外支店における送金詐欺損失 - 734

その他 0 54

特別損失合計 30 789

　



太平電業株式会社(1968) 2022年３月期 決算短信

8

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

税金等調整前当期純利益 8,760 12,528

法人税、住民税及び事業税 2,891 4,296

法人税等調整額 △39 △278

法人税等合計 2,851 4,018

当期純利益 5,908 8,509

（内訳）

親会社株主に帰属する当期純利益 5,613 8,406

非支配株主に帰属する当期純利益 295 102

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,331 65

為替換算調整勘定 0 △41

退職給付に係る調整額 65 375

持分法適用会社に対する持分相当額 2 0

その他の包括利益合計 1,399 399

包括利益 7,308 8,909

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 7,012 8,821

非支配株主に係る包括利益 296 88
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,000 4,888 59,845 △2,162 66,572

当期変動額

剰余金の配当 △1,714 △1,714

親会社株主に帰属する

当期純利益
5,613 5,613

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 29 6 35

連結範囲の変動 △121 △121

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - 29 3,778 5 3,813

当期末残高 4,000 4,917 63,624 △2,156 70,385

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 1,144 △155 △766 222 828 67,623

当期変動額

剰余金の配当 △1,714

親会社株主に帰属する

当期純利益
5,613

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 35

連結範囲の変動 △121

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
1,332 △69 65 1,328 348 1,676

当期変動額合計 1,332 △69 65 1,328 348 5,490

当期末残高 2,476 △225 △700 1,550 1,176 73,113
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　当連結会計年度(自 2021年４月1日 至 2022年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,000 4,917 63,624 △2,156 70,385

会計方針の変更による

累積的影響額
△46 △46

会計方針の変更を反映した

当期首残高
4,000 4,917 63,577 △2,156 70,338

当期変動額

剰余金の配当 △1,527 △1,527

親会社株主に帰属する

当期純利益
8,406 8,406

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - - 6,878 △0 6,878

当期末残高 4,000 4,917 70,456 △2,157 77,216

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 2,476 △225 △700 1,550 1,176 73,113

会計方針の変更による

累積的影響額
△46

会計方針の変更を反映した

当期首残高
2,476 △225 △700 1,550 1,176 73,066

当期変動額

剰余金の配当 △1,527

親会社株主に帰属する

当期純利益
8,406

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
65 △41 375 399 79 479

当期変動額合計 65 △41 375 399 79 7,357

当期末残高 2,542 △267 △325 1,950 1,256 80,423
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 8,760 12,528

減価償却費 1,689 1,705

のれん償却額 24 24

貸倒引当金の増減額（△は減少） 112 31

その他の引当金の増減額（△は減少） △27 △159

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 124 227

受取利息及び受取配当金 △212 △254

支払利息 34 35

借入手数料 9 100

為替差損益（△は益） △245 △422

補助金収入 - △1,000

持分法による投資損益（△は益） △112 △108

その他の営業外損益（△は益） △460 △794

有形固定資産除売却損益（△は益） △303 △173

投資有価証券評価損益（△は益） 0 53

在外支店における送金詐欺損失 - 734

売上債権の増減額（△は増加） 6,054 -

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） - △6,321

未成工事支出金等の増減額（△は増加） 4,595 4,935

仕入債務の増減額（△は減少） △852 △1,951

未収消費税等の増減額（△は増加） 1,252 △3,005

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,572 △2,592

その他 △215 △203

小計 22,803 3,388

利息及び配当金の受取額 229 264

利息の支払額 △32 △32

補助金の受取額 - 400

法人税等の支払額 △3,883 △3,373

在外支店における送金詐欺損失の支払額 - △734

その他 460 700

営業活動によるキャッシュ・フロー 19,576 613

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △295 △429

定期預金の払戻による収入 676 384

有価証券の取得による支出 △3,000 △3,000

有価証券の売却による収入 3,000 3,000

有形固定資産の取得による支出 △1,554 △8,331

有形固定資産の売却による収入 501 191

無形固定資産の取得による支出 △87 △47

投資有価証券の取得による支出 △928 △454

投資有価証券の売却による収入 - 12

関係会社株式の取得による支出 - △50

貸付けによる支出 △203 △22

貸付金の回収による収入 30 0

その他 △150 66

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,011 △8,679
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 3,000 -

短期借入金の返済による支出 △3,000 -

長期借入れによる収入 - 4,000

長期借入金の返済による支出 △1,685 △1,685

借入手数料の支払額 △10 △100

社債の償還による支出 △400 △4,400

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の売却による収入 7 -

リース債務の返済による支出 △119 △125

配当金の支払額 △1,713 △1,528

非支配株主への配当金の支払額 △5 △8

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,927 △3,848

現金及び現金同等物に係る換算差額 152 370

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13,790 △11,543

現金及び現金同等物の期首残高 16,974 30,941

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 176 -

現金及び現金同等物の期末残高 30,941 19,397
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

(「収益認識に関する会計基準」の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、工事契約に関して、従来は、工事の進捗部分について成果の確実性が認められる場合には工事進

行基準を適用し、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、一定の期間にわたり充足され

る履行義務については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を

認識する方法に変更しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、発

生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準により収益を認識しております。なお、契約にお

ける取引開始日から、完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約は、完全に履

行義務を充足した時点で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の

期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形・完成工事未収入金」は、当連結会計年度より「受取手形・完成工事未収入金及び契約資産」に含

めて表示し、「流動負債」に表示していた「未成工事受入金」は、当連結会計年度より「契約負債」に含めて表

示することとしております。また、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によ

るキャッシュ・フロー」に表示していた「売上債権の増減額（△は増加）」は、当連結会計年度より「売上債権

及び契約資産の増減額（△は増加）」に含めて表示することとしております。なお、収益認識会計基準第89-２

項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりませ

ん。

この結果、当連結会計年度の売上高は1,311百万円増加し、売上原価は1,393百万円増加し、営業利益、経常利

益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ82百万円減少しております。

前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利益剰

余金の期首残高は46百万円減少しております。

１株当たり情報に与える影響は軽微のため記載しておりません。

(「時価の算定に関する会計基準」の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、これによる連結財務諸表に与え

る影響はありません。
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（表示方法の変更）

(連結損益及び包括利益計算書関係)

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「受取保険金」は、営業

外収益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することといたしました。この表示方法

の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益及び包括利益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示して

いた220百万円は、「受取保険金」19百万円、「その他」200百万円に組替えております。

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「特別損失」の「投資有価証券評価損」は、金額的重要性

が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益及び包括利益計算書において、「特別損失」に表示していた「投資有価

証券評価損」０百万円は、「その他」０百万円に組替えております。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源

の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、事業を展開する工事の種類別に管理部門を設置し、国内および海外の各種プラント設備の建設、補修、

維持に関連する事業、ならびに発電事業を行っておりますが、報告セグメントとしては、「建設工事部門」およ

び「補修工事部門」の２つとしております。

(2) 各報告セグメントに属する製品およびサービスの種類

「建設工事部門」は、火力、原子力発電設備や製鉄関係、環境保全、化学プラント等の設備据え付けや改造工

事等と、これらの設備に付帯する電気計装工事、保温、塗装工事他の施工、および各種プラント設備の解体、廃

止措置等の事業を国内外で行っております。

「補修工事部門」は、同上の各種プラント設備の定期点検、日常保守、修繕維持等の事業を行っております。

なお、発電事業は「補修工事部門」に含めております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成のために採用している会計処理の方法

と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

（会計方針の変更）に記載のとおり、当連結会計年度の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基

準第29号 2020年３月31日）等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利

益または損失の算定方法を同様に変更しております。

この結果、従来の方法に比べて、当連結会計年度の「建設工事部門」の売上高は839百万円増加、セグメント利

益は41百万円減少し、「補修工事部門」の売上高は472百万円増加、セグメント利益は40百万円減少しておりま

す。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報および収益の分解

情報

前連結会計年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
合計

建設工事部門 補修工事部門

売上高

外部顧客への売上高 57,510 70,268 127,779

セグメント間の内部売上高または振替高 - - -

計 57,510 70,268 127,779

セグメント利益 2,555 8,222 10,777

（注）セグメント資産については、事業セグメントに配分された資産がないため、記載を省略しております。

当連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
合計

建設工事部門 補修工事部門

売上高

一時点で移転される財 14,381 48,952 63,333

一定の期間にわたり移転される財 38,913 24,660 63,574

顧客との契約から生じる収益 53,294 73,613 126,908

外部顧客への売上高 53,294 73,613 126,908

セグメント間の内部売上高または振替高 - - -

計 53,294 73,613 126,908

セグメント利益 1,910 11,781 13,691

（注）セグメント資産については、事業セグメントに配分された資産がないため、記載を省略しております。

４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額および当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 10,777 13,691

全社費用(注) △3,377 △3,234

連結財務諸表の営業利益 7,400 10,457

（注）全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費および共通経費であります。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

１株当たり純資産額 3,786円40銭 4,167円04銭

１株当たり当期純利益 295円54銭 442円50銭

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 株主資本において自己株式として計上されている信託銀行（役員報酬ＢＩＰ信託口）が所有する当社株式は、

１株当たり純資産の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております（前連結会計年

度97千株、当連結会計年度97千株）。また、１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中平

均株式数については、信託銀行（役員報酬ＢＩＰ信託口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に

含めて算定しております（前連結会計年度78千株、当連結会計年度97千株）。

３ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 5,613 8,406

普通株主に帰属しない金額 (百万円) - -

普通株式に係る親会社株主に
帰属する当期純利益

(百万円) 5,613 8,406

普通株式の期中平均株式数 (株) 18,995,471 18,998,545

（重要な後発事象)

　 該当事項はありません。
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４．その他

（１）セグメント別受注高・売上高・受注残高
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

比較増減
(△は減少)

セグメントの名称
金額

(百万円)
構成比率
(％)

金額
(百万円)

構成比率
(％)

金額
(百万円)

受
注
高

建設工事部門 60,418 48.4 43,881 36.3 △16,536

補修工事部門 64,329 51.6 76,962 63.7 12,633

合計 124,747 100.0 120,844 100.0 △3,902

売
上
高

建設工事部門 57,510 45.0 53,294 42.0 △4,215

補修工事部門 70,268 55.0 73,613 58.0 3,344

合計 127,779 100.0 126,908 100.0 △871

受
注
残
高

建設工事部門 50,739 59.5 41,326 52.2 △9,412

補修工事部門 34,550 40.5 37,900 47.8 3,349

合計 85,289 100.0 79,226 100.0 △6,063

(注) １．建設工事部門は、火力、原子力発電設備や製鉄関係、環境保全、化学プラント等の設備据え付けや

改造工事等と、これらの設備に付帯する電気計装工事、保温、塗装工事他の施工、および各種プラ

ント設備の解体、廃止措置等の事業。

２．補修工事部門は、同上の各種プラント設備の定期点検、日常保守、修繕維持等の事業、および発電

事業。
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（２）役員の異動

① 代表取締役の異動

　 該当事項はありません。

② その他の役員の異動（2022年６月29日付予定）

（新任取締役候補）

取締役 上席執行役員 技術本部長 兼 電力事業本部長 岡本 真吾

（現 執行役員 名古屋支店長）

社外取締役 小島 冬樹

（退任予定取締役）

取締役 専務執行役員 工事本部長 竹下 康司(顧問に就任予定)

取締役 常務執行役員 技術本部長 鶴長 徹(顧問に就任予定)

社外取締役 加藤 祐司

（昇任予定取締役）

取締役 常務執行役員 営業本部長 伊藤 浩明

（現 取締役 上席執行役員 営業本部長 兼 電力事業本部長）

（新任監査役候補）

社外監査役

（退任予定監査役）

社外監査役 大村 廣

　


